
公益社団法人日本動物用医薬品協会

会員各位

豚流行性下痢(PED)ワクチンの円滑な供給に係る協力依頼について

当協会の業務運営にっきまLては、日頃からご支援、ご協力を頂きお礼申し上げます。

さて、標記のことについて、農林水産省消費・安全局動物衛生課長より通知がありまし

たのでお知らせします。

動薬協会発 2

平成26午5月

公益社団法人日本動物用医薬品協会

理事長福井邦顕

(公印省略)

9 フデ

7日



公益社団法人日本動物用医薬品協会理事長殿

昨年10月に我が国で7年振りに豚流行性下痢(PED)の発生が確認され、現在、
33道県で発生が確認されています。 PEDに対する防疫体制を強化し、本病による
被害を軽減するためには、ワクチンの適正な接種は有効な手段となります。
当省では、昨年秋、製造メーカーにPEDワクチンの増産を依頼し、製造メーカ
ーの協力を得て、昨年度は平年の2倍に当たる100万回分が出荷され、本年度は需
要に応じて昨年度の3倍に当たる年間約300万回分の供給が司能な状況となりまし
た。また、本年度の第1四半期は、製造メーカーに早期出荷を依頼し、約75万回分
が出荷される予定となっており、第2四半期には約90万回分が出荷される予定とな
つています。
当面の出荷予定については、 5月上旬から約22万回分佃生研製)が出荷される
予定であり、これを円滑に流通させることにより、 5月中の需要は満たされる見込
みです。また、 5月下旬からは、約33万回分(化学及血清療法研究所製)の出荷が
予定されており、 6月の需要についても手当できる見込みです。
一方、 PEDの感染が拡大する中、ワクチン確保ヘの不安から、必要以上のワク
チンを一時的に確保する動きにより、ワクチンの円滑な供給が妨げられる事態が生
じることも想定されます。このような現状に鑑みれば、当分の間、需要に応じたワ
クチンの円滑な流通を確保することが極めて重要です。このため、都道府県、販売
事業者、製造メーカー、獣医師、養豚農家等の関係者が連携した下記の1から3ま
での取組を実施することとしますので、御協力願います。
あわせて、貴管下の養豚農家及び関係団体に対して、前述のワクチンの供給見通
し及び本通知によるワクチンの円滑な供給のための取組について周知いただきます
ようお願いいたします。

豚流行性下痢(PED)ワクチンの円滑な供給に係る協力依頼について
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1.都道府県は、各県におけるワクチンの1か月ごとの需要見込量を把握し、これ
を販売事業者に情報提供すること。また、養豚農家に対して、各自の需要見込量
の範囲で発注するよう周知すること。
2.獣医師は、各養豚農家から情報提供されるワクチンの1か月ごとの需要見込量
を超えない範囲でワクチンに係る指示書の交付を行うこと。さらに、養豚農家に
対して、従来から使用しているワクチンの製造メーカーの製品にこだわることな
く使用すること及び接種適期を確認した上で正しく使用することを指'するこ
と。
3.販売事業者は、ワクチンの販売に当たって、獣医師又は農家からの注文数量が
1か月ごとの需要見込量を超えていないことを都道府県に対して問い合わせて、
確認すること
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5月に供給される豚流行性下痢(PED)ワクチンの円滑な供給に向け
た協力依頼について

豚流行性下痢(PED)のワクチンについては、「豚流行性下痢(PED)ワク
チンの円滑な供給に係る協力依頼について」(2僻肖安第588号消費・安全局畜水産
安全管理課長、動物衛生課長通知)をもって、円滑な供給に向けた関係者の取組に
ついて協力依頼したところですが、特に5月に供給されるワクチンに係る関係者の
基本的な対応については、下記のとおりとしますので、御協力願います。

1.都道府県
(1)都道府県で把握している養豚農家の5月及び6月の需要見込量を基に、
5月中の需要見込量(5月中に1回目のワクチン接種を行う妊娠豚の頭数の
2倍。以下単に「需要見込量」という。)を計算し、販売事業者に情報提供
するとと。また、養豚農家に対して、各自の需要見込量の範囲で発注するよ
う周知すること。

②都道府県は、販売事業者から獣医師又は農家からの注文数量の確認を依
頼された場合には、需要見込量を取りまとめている最小単位仕也域団体、市
町村、家畜保健所等)で、需要見込量と照合し、その結果を販売事業者に連
絡すること。また、当該注文数量が需要見込量を超える場合は、販売事業者
に対して需要見込量を超えた数量の販売を控えるよう依頼するとと。
(3)販売事業者から報告される5月の販売実績をとりまとめ、農林水産省に
6月中旬までに報告すること。

2.販売事業者
①販売事業者は、都道府県から1の(1)により情報提供される需要見込量を
参考に、 5月の販売予定数量を決定すること。
(2)販売事業者は、都道府県ごとに決定した2の(Dの販売予定数量の範囲内
で、製造メーカーに注文すること。また、注文時には、注文数量の都道府県
ごとの内訳を明らかにするとと。
(3)指示書の交付を受けた養豚農家又は獣医師から、ワクチンの注文を受け
た際は、注文数量が需要見込量を超えていないこどを都道府県に問い合わせ、
確認した後に販売すること。
④養豚農家及び獣医師ごとに5月の販売実績を取りまとめ、都道府県に6
月上旬までに報告すること。

林水産省消費・安全局
畜水産安全省理^。銃財肆鄭脳張ネ削左
動物衛生課保健衛生班課長補佐

事務連
平成26年5月

J、

1日、

3.製造メーカー

a)販売事業者から注文を受けてワクチンの販売を行う際は、農林水産省が
提供する都道府県ごとの需要見込量を参考に、販売事業者に販売すること。
(2) 5月の出荷量について、 6月上旬までに農林水産省に報告すること。

記



4.獣医師
(1)養豚農家に対して、従来から使用しているワクチンの製造メーカーの製
品にこだわることなく使用す、るよう指導すること。
(2)養豚農家に対して、接種適期を確認した上でワクチンを正しく使用する
よう指導すること。
(3)養豚農家に対する指示書の交付は、養豚農家から清報提供される需要見
込量の範囲で行うとと。また、指示書には、接種する妊娠豚の頭数及び接種
予定日を明記すること。
④養豚農家に代わり、獣医師自らが販売事業者に注文する際は、養豚農家
から提供される需要見込量の範囲で注文すること。また、注文時には、販売
事業者に対して、ワクチンを利用する販売先養豚農家ごとの接種対象の妊娠
豚頭数及び接種予定日を情報提供すること。

5.養豚農家
(D 獣医師の指導に従し＼接種適期を確認した上で正しく使用すること。
(2)既に購入したワクチンがある場合には、当該ワクチンを先に使用するこ
と。

(3)獣医師に対し指示書の交付等を依頼する際は、需要見込量を情報提供す
ること。

【問い合わせ先】
・記の.1ついて

動物衛生課家畜防疫対策室保健衛生班
(内線) 4582 (直通) 03-3502-8292
・記の2から5までについて

畜水産安全管理課薬事監視班小牟田
(内線) 4531 (直通) 03-3502一釘01

星野
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ED クチノの円jな供給の流れ
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》メーカーの御壌力.により、本年6月までに約75万回分、
~9月には約90万回分のワクチンが出荷される予定です。

【本年度は要に応じて、約300万回分(平年の6倍)を出荷】

》ただし、 4月1'金'の端境期であったこと、また、一部で

堰t靴於還ι舮"砧讐孔、,警'"'
こで、ワ'急戸瓢、のでの雫1鴛)、に

ようおいします。

豚家のみなさまへ
PEDワクチンの供給

回クチンの切な入

金お手元にワクチンがある場合は、先にそれを使ってください。

5月に獣医師に依頼する指示は、「1か月固のど要数
としてください。

平成26年5月1日

ワクチンの正しい使用

金ワクチンの接 期を確認した上で使用してください。

鴨医師の指示に従い、妊娠豚にだけ使用してください。

1

農林水産省肖費安全局
水産安全理課



医師のみなさまへ
PEDワクチンの供給
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》メーカーの御協力により、本年6月までに約75万回分、
~9月には約90万回分のワクチン部出行される予定です。
【本年度は需要に応じて、約300万回分(平年の6倍)を出荷】

》ただし、 4月は製'の端期で畠ったこ遷、また、一部で
当西必要とす局以上を手当てした様子が見られ、ワクチ
ンを入手しにくい地域や農が出てきており官す。
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ワクチンの注文

》養豚農家に代わり、販売事業者にワクチンを注文する際は、販
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》メーカーの御協力により、本年6月までに約乃万回分、

~9月には約90万回分のワクチンが出荷される予定です。

【本年度は要に応じて、約300万回分(平年の6倍)を出荷】

》ただし、 4月は製造の端期であったこと、また、一部で

当面必要とする量以上を手当てした様子が見られ、ワクチ

ンを入手しにくい地域や農が出てきております。

》そこで、ワクチンの給が安定するまでの当面の間、特に
5月は、 5月末までに接種する予定の数量だけを販売する

ようお願いします。

販売業者のみなさまへ
PEDワクチンの供給
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